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第１章 策定の基本事項 
 

１．策定の趣旨 

 現在、我が国においては、人口減少やインフラ老朽化が大きな課題となっており、公営

企業においても、高度経済成長期に集中的に整備された施設・設備の老朽化に伴う更新投

資の増大や、人口減少等に伴う料金収入の減少が見込まれるなど、経営環境は厳しさを増

しつつあります。こうした中で、公営企業が必要な住民サービスを将来にわたり安定的に

提供していくために、中長期的な視点に立った計画的な経営基盤の強化と財政マネジメン

トの向上等に取り組んでいくことが求められています。 

これらについて、大東市下水道事業は平成 27 年 4 月に地方公営企業法の全部を適用し、

公営企業会計に移行することで、財務諸表1の作成等を通じて、自らの経営・資産等を正確

に把握できるようになりました。これに続いて、このたび、総務省が公表した「経営戦略

策定・改訂ガイドライン（平成 31 年 3 月 29 日）」を基に、中長期的な経営の基本計画であ

る「経営戦略」を策定するものです。 

なお、本市下水道事業会計は公共下水道事業及び戸別浄化槽施設事業を運営しており2、

本経営戦略はその両方を含みます。 

 

２．計画期間 

 「経営戦略策定・改訂ガイドライン（平成 31 年 3 月 29 日）」に準拠し、策定期間を令和

元年度（2019 年度）から令和 10 年度（2028 年度）までの 10 年間とします。 

 

３．事後検証及び改定 

 計画の効果的で着実な実施のために、ＰＤＣＡサイクル（「計画（Plan）－実施（Do）－

評価（Check）－改善（Action）」）を活用し、毎年度、進捗管理（モニタリング）を行うと

ともに、必要が生じれば 5年ごとに改定を行います。ただし、経営環境の変化によっては、

5 年以内に改定します。 

 

  

                         
1企業の財政状態や経営成績を､利害関係者に報告する目的で作成される各種の計算書類。貸借対照表、

損益計算書、剰余金計算書、キャッシュ・フロー計算書など。 
2公共下水道事業は、都市計画に定める下水道の排水区域内における、し尿・生活雑排水等の処理及び

雨水排除を、戸別浄化槽施設事業は都市計画に定める下水道の排水区域外における、し尿・生活雑排

水の処理を事業の内容としています。 



- 2 - 

 

第２章 事業概要 
 

１．事業の状況 

 

（１）事業の概要 

 本市は大阪府の東部、河内平野のほぼ中央に位置しており、東西約 7.5km、南北約 4.1km

で 18.27 ㎢（1,827ha）の総面積を有しています。地勢としては、東部が山間地であり、市

域のほぼ 3 分の 1 を占めています。市街地は低地盤であり、雨水等は市の中央部を流れる

寝屋川に流入しますが、川床が堤防の外側の土地よりも高い天井川となっているため、内

水3排除が困難であること、また潮汐の影響を受けて、水面高度や流速などが変動する感潮

河川であるという悪条件のため、昭和 47 年の豪雨による水害で広大な面積が浸水した経緯

があります。 

 抜本的な浸水対策として、本市の下水道は、昭和 44 年に公共下水道事業の全体計画の策

定を行い、昭和 47 年 11 月に市街地において初の供用開始を行いました。 

 その後も積極的に下水道整備を進め、平成 31年 3月末現在、下水道人口普及率は 98.90％

となっています。 

計画区域は市域面積 1,827ha のうち山間部を除く 1,239.04ha とし、寝屋川北部流域であ

る鴻池処理区 889ha と寝屋川南部流域である川俣処理区 350.04ha を設定しています。ま

た、排除方式は合流式4で、丘陵地区の一部 46ha のみ分流式を採用しています。 

 

【下水道計画区域】 

 

                         
3河川の水を外水というのに対し、堤防で守られた内側の土地にある水を内水といいます。 
4下水道の流下システムの一つで、雨水と汚水を同じ管で流すものです。建設費が割安で、降雨初期の

地表面汚濁（ファーストフラッシュ）を処理場で処理できるという長所がある一方、ある程度大きな

降雨の際には、未処理下水が公共用水域に放流されるという短所があります。 
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【公共下水道計画】 

区    分 合 流 分 流 合 計 

全
体
計
画 

計画面積（ha） 1,193.18 45.86 1,239.04 

計画人口（人） 116,070 

計画汚水量（日最大）（㎥/日） 家庭汚水量 52,829  工場排水量 6,480 

計画事業年度 昭和 44 年度～ 

計
画
決
定 

年月日 昭和 42 年 11 月 6 日 

年月日（最終変更） 平成 17 年 7 月 13 日 

計画面積（ha） 1,239.04 

事
業
計
画 

年月日 昭和 44 年 10 月 29 日 

年月日（最終変更） 平成 30 年 3 月 19 日 

計画面積（ha） 1,239.04 

計画人口（人） 116,070 

計画汚水量（日最大）（ℓ/人/日） 鴻池処理区 432 南部排水区 493 東部排水区 532 

管渠延長（ｍ） 合流 250,757.33 分流汚水 12,963.98 

事業期間 昭和 44 年 10 月 29 日～令和 3年 3月 31 日 

 

（２）公共下水道整備の状況 

 本市の下水道事業は、昭和・平成の時代を通じて整備を推し進め、平成 30 年度末の人口

整備率5は 99.4％、人口普及率6は 98.9％、管理管渠延長7は約 317.7km となっています。 

                         
5計画区域内人口に占める整備区域（供用を開始した区域及び雨水を流入させた区域）内人口の割合 
6行政区域内人口に占める実処理区域(供用を開始した区域)内人口の割合 
7管理管渠延長には、市が布設した管渠と開発行為等で民間が布設した管渠等の延長が含まれます。 
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（３）寝屋川流域下水道 

 河川等の公共用水域の水質環境基準の達成及びそれら流域における生活環境の改善等を

図るため、複数の市町村の区域にわたって下水道を整備することが効率的かつ経済的な場

合があります。このような区域のうち、特に水質保全が必要である重要水域を対象とする

根幹的な下水道施設を流域下水道といいます。流域下水道の施設は幹線管渠、ポンプ場、

終末処理場より構成され、その設置、管理は原則として都道府県が行います。また、市町

村は計画区域内の下水を排除するために、流域幹線管渠に接続する枝線管渠からなる関連

公共下水道8を設置、管理します。 

 本市は大阪府が設置する寝屋川流域下水道に所属しています。寝屋川流域下水道は、寝

屋川流域を処理区とした流域下水道で、鴻池処理区と川俣処理区に分かれています。 

 府が行う流域下水道の財政支出は「建設費」と「維持管理費」に大別されます。建設費

は、国費や長期借入金及び市町村からの負担金を財源としています。維持管理費には下水

道幹線や水みらいセンター等の補修費や電気料金などがあり、これは市町村からの負担金

で賄われます。本市における各負担金の推移を 7頁に掲載します。 

 

【寝屋川流域下水道の計画概要】 

 全 体 計 画 

処理区 鴻池（寝屋川北部流域） 川俣（寝屋川南部流域） 

区域面積 6,917ha 8,917ha 

処理人口 618,900 人 741,550 人 

施
設
の
内
容 

幹線延長 93,880ｍ 106,940ｍ 

ポンプ場 

菊水、太平、桑才、萱島、茨田、 

氷野、枚方中継、寝屋川中継、 

深野北（9か所） 

新家、小阪、新池島、植村、 

深野、寺島、川俣、長吉、 

小阪合（9か所） 

処理場 

鴻池水みらいセンター 

なわて水みらいセンター 

（2か所） 

川俣水みらいセンター 

竜華水みらいセンター 

（2か所） 

事業主体 大阪府 

関係市 

大阪市、守口市、門真市、 

寝屋川市、枚方市、東大阪市、 

大東市、四條畷市、交野市 

大阪市、東大阪市、大東市、 

八尾市、柏原市、藤井寺市 

主要河川 寝屋川、古川 
寝屋川、恩智川、 

第二寝屋川、平野川 

 

  

                         
8本市の公共下水道は終末処理場を有さず、全てその流末を流域下水道に接続する流域関連公共下水道

です。一方、地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するものを単独公共下水道といいま

す。 
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（４）施設の状況 

供用開始年月日 昭和47年11月28日 
地方公営企業法 

適用の区分 

全部適用 

（平成27年 4月 1日） 

処理区域内人口密度 

99.59 人／ha 

処理区域内人口 119,217 人／処理区域面積 1,197.11ha 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

流域下水道等への接続

の有無 

有 

接続先 

・寝屋川北部流域下水道（鴻池水みらいセンター） 

・寝屋川南部流域下水道（川俣水みらいセンター） 

広域化・共同化・最適化

の実施状況 

昭和 49 年度 流域関連公共下水道へ吸収 

平成 17 年度 特定地域生活排水処理施設事業を開始 

平成 27 年度 上下水道局の創設 

       公営企業会計へ移行 

  



- 8 - 

 

２．使用料の状況 

 本市では一般排水・浴場排水の 2 区分として、用途別使用料体系を採用しています。ま

た、一般排水では基本水量（10 ㎥）に応じた基本料金制と、排水量が多くなるのに応じて

単価が高くなる逓増従量料金制を設定しています。 
（税抜） 

区分 汚水量（㎥） １か月分の使用料（円） 

一般排水 ～１０ ７５１ 

１１～２０ １㎥につき １０４ 

２１～３０ １２１ 

３１～５０ １４５ 

５１～１００ １８６ 

１０１～５００ ２２０ 

５０１～１，０００ ２５５ 

１，００１～５，０００ ２９０ 

５，００１～１０，０００ ３２５ 

１０，００１～ ３６０ 

浴場排水 ～１，０００ ２６ 

１，００１～３，０００ ３０ 

３，００１～ ３３ 
 

 本市では、下水道財政の根幹となっている下水道使用料について、人口減少や水需要の

減少等により減収となっている中、コスト削減・職員数削減等、様々な経営努力により、

平成 7 年度以降 21 年間、使用料改定を行わずにきました（消費税の加算を除く。）。しか

し、近年、ライフラインに関する災害の備えの重要性が改めて認識され、下水道施設への

早期対応が求められています。そこで、経営基盤の更なる強化を進め、老朽化した施設の

更新等の重要課題に取り組むため、平成 29 年 4 月に下水道使用料の増額改定を実施しまし

た。 
 

【条例上の使用料及び実質的な使用料】（税抜） 

条例上の使用料：一般家庭における２０㎥当たりの使用料 

平成 27 年度 １，４９６円 

平成 28 年度 １，４９６円 

平成 29 年度 １，７９１円 

平成 30 年度 １，７９１円 

実質的な使用料：料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの 
（家庭用のみでなく業務用を含む。） 

平成 27 年度 
１，９８９．９円 

料金収入 1,258,302,676 円／有収水量 12,647,055 ㎥×20 ㎥ 

平成 28 年度 
１，９９１．６円 

料金収入 1,250,099,218 円／有収水量 12,553,722 ㎥×20 ㎥ 

平成 29 年度 
２，３５５．９円 

料金収入 1,468,536,654 円／有収水量 12,467,098 ㎥×20 ㎥ 

平成 30 年度 
２，３９９．２円 

料金収入 1,483,276,797 円／有収水量 12,364,697 ㎥×20 ㎥ 

  



- 9 - 

 

３．組織体制 

 

（１）機構図 

（平成２７年４月１日施行） 

 上下水道事業 
管理者 

 
上下水道局 

  
総務課 

 
     
        
      

お客さまセンター 
 

       
        
      

水道施設課 
 

       
        
      

下水道施設課 
 

       

（２）職員数及び事業運営組織 

【下水道事業会計職員数】（平成３１年４月１日現在） 

 正職員 
再任用 任期付 臨時 合計 

事務 技術 

局長  1    1 

総括次長  1    1 

総務課 5     5 

お客さまセンター 1   1  2 

下水道施設課  4 3 3 1 11 

下水道施設課（浄化槽）  1    1 

計 6 7 3 4 1 21 

 

【事業運営組織】 

下水道事業の経営健全化を目的とした組織体制の再編の実施状況 

昭和４４年度 大東市公共下水道事業特別会計の設置 

平成２４年度 下水道課が水道局敷地内に移転 

平成２７年度 上下水道局の創設（水道部局との統合）及び公営企業会計への移行 

 

４．経営比較分析表を活用した現状分析 

 

（１）本市の経営比較分析表 

 次頁以降に示すのは、本市の経営比較分析表（平成 29 年度決算）に掲載している各経営

指標です。経営比較分析表は、総務省の指導により全国の自治体で公表されており、各経

営指標の経年比較、及び総務省が抽出した類似団体（処理区域内人口 10 万人以上、処理区

域内人口密度 100 人/ha 以上の 33 団体）との比較ができるようになっています。 

なお、本市では平成 27 年度に法適用したため、平成 25 年度と平成 26 年度は各指標に数

値を計上していません。
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（２）経営指標の説明 

【１】経営の健全性・効率性 

① 経常収支比率（％） 

算出式 
経常収益 

経常費用 
×100 

   

 

 

 

※グラフ凡例は続く各指標に同じ。 

 

 

 

 

 

 当該年度において、使用料収入や繰入金等の収益で、維持管理費や企業債9の支払

利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。単年度の収支が黒字である

ことを示す 100％以上となっていることが必要とされています。 

   本市は類似団体平均を下回っていますが、100％以上を維持しており、経年比較で

も改善傾向にあります。これは平成 29 年度に下水道使用料を改定したことで収益が

増加したことや、企業債の支払利息が減少したことによるものです。 

 

② 累積欠損金比率（％） 

算出式 
当年度未処理欠損金  

営業収益－受託工事収益 
×100 

                         
9地方公共団体が地方公営企業の建設、改良などに要する資金にあてるために起こす地方債（借入金）

のこと。 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

■

－

【】
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   営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利

益剰余金等でも補填することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）

の状況を表す指標です。累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが求

められます。 

   本市では平成 29 年度に累積欠損金を解消することができました。 

 

③ 流動比率（％） 

算出式 
流動資産 

流動負債 
×100 

 短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。1年以内に支払うべき債務（流動

負債）に対して、支払うことができる現金等（流動資産）がある状況を示す 100％以

上であることが必要です。 

   本市では改善傾向にはあるものの 、100％を下回っています。流動比率の判定に用

いる流動資産は、期末の一時点をとらえたものであり、実際に債務を支払う際には期

中の収入をもって充てることができるので､流動比率が 100％を下回っていることが､

直ちに資金の不足を生じているということを表すものではありません。しかしなが

ら、類似団体平均よりも低位であることから、現在の改善傾向を継続できるよう注視

しておく必要があります。 
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④ 企業債残高対事業規模比率（％） 

算出式 
企業債現在高合計－一般会計負担額  

営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金 
×100 

   使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。

明確な数値基準はないと考えられていますが、経年比較や類似団体との比較等によっ

て、自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか検証して

おく必要があります。 

   本市では企業債の償還がピークを迎えつつある一方、新規発行額が減少しているこ

とから、企業債残高は減少傾向にあります。 

 

⑤ 経費回収率（％） 

算出式 
下水道使用料      

汚水処理費（公費負担分を除く） 
×100 

   使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標です。使

用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100％以上であることが

必要とされています。本市では平成 29 年度の使用料改定により改善されています。 
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⑥ 汚水処理原価（円） 

算出式 
汚水処理費（公費負担分を除く） 

年間有収水量 

   有収水量101 ㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコストを表

した指標です。明確な数値基準はないと考えられていますが、経年比較や類似団体と

の比較等によって、自団体の置かれている状況を把握・分析し、効率的な汚水処理が

実施されているか検証しておく必要があります。 

   本市は類似団体平均を下回っており、汚水処理事業について効率的な運営ができて

いると考えられます。 

 

⑦ 施設利用率（％） 

算出式 
晴天時一日平均処理水量 

晴天時現在処理能力  
×100 

   施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する一日平均処理水量の割合であり、

施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。本市は流域下水道に接続しており、

単独公共下水道を実施していないので、当該値はありません。 

                         
10料金徴収の対象となった水量 
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⑧ 水洗化率（％） 

算出式 
現在水洗便所設置済人口 

現在処理区域内人口  
×100 

   現在処理区域内人口のうち､実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割

合を表した指標です｡公共用水域の水質保全や､使用料収入の増加等の観点から､100％

となっていることが望ましいとされています。 

   本市は類似団体平均とほぼ同程度ですが、100％には至っていないため、引き続き

水洗化促進活動に取り組んでいく必要があります。 

 

【２】老朽化の状況 

① 有形固定資産減価償却率（％） 

算出式 
有形固定資産減価償却累計額     

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価 
×100 

   有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却11がどの程度進んでいるかを表す指標
で、資産の老朽化度合いを示しています。一般的には、数値が高いほど､法定耐用年

                         
11事業などの業務のために用いられる建物､建物附属設備､機械装置､器具備品､車両運搬具などの資産

は、一般的には時の経過等によってその価値が減っていきます。このような資産を減価償却資産とい

います。他方、土地や骨とう品などのように時の経過により価値が減少しない資産は、減価償却資産

ではありません。減価償却とは、減価償却資産の取得に要した金額を一定の方法によって各年分の必

要経費として配分していく会計手続をいいます。 



- 15 - 

 

数に近い資産が多いことを示しますが、本市の場合は平成 27 年度に法適用したばか

りであることから、当該値が低い数値となっています。 

 

② 管渠老朽化率（％） 

算出式 
法定耐用年数を経過した管渠延長 

下水道布設延長     
×100 

   法定耐用年数12を超えた管渠13延長の割合を表した指標で､管渠の老朽化度合いを表

しています。明確な数値基準はないと考えられていますが、経年比較や類似団体との

比較等によって、自団体の置かれている状況を把握・分析し、耐震性や今後の更新投

資の見通しを含めて、検証しておく必要があります。 

なお、本市では法定耐用年数を経過した管渠がないため、当該値を計上していませ

ん。しかし、昭和 40 年代に整備された管渠14が間もなく法定耐用年数である 50 年を

迎え、その後、耐用年数を経過する管渠が増加していく見込みです。 

  

                         
12固定資産の減価償却を行うに当たって､減価償却費の計算の基礎となる年数。恣意性を排除する目的

で、資産の種類、構造、用途別に財務省令に定められています。 
13給水・排水を目的として作られる水路の総称｡水路は開渠（地上部に造られた水路で､蓋などで覆われ

ていないもの。明渠ともいいます。）、暗渠（下水道管など、地中に埋設された水路）、溝渠、側溝（道

路の滞水を防ぐための排水用に、道路や鉄道に沿って造られる溝状の水路）の 4種に呼び分けられて

います。管渠は開渠と暗渠の総称として使われ、溝渠・側溝とは区別されることもあります。 
14本市で最も古い管渠は昭和 44年（1969 年）に施工されました。 
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③ 管渠改善率（％） 

算出式 
改善（更新・改良・修繕）管渠延長 

下水道布設延長     
×100 

   当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把

握することができます。なお、本市では新設工事のみの実施だったため、当該値を計

上していません。 
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（３）他団体との比較 

 本市の経営状況をより適切に把握するため、経営比較分析表で用いられた経営指標のう

ち主要なものを取り出して、他団体との比較分析を行いました（各指標は平成 29 年度決

算に基づくものです。）。 

 

【グラフ注記】 

１ グラフは比較対象団体を 100％とした場合の本市の割合を表示しており、外側ほど好

数値であることを示しています。 

２ 累積欠損金比率は本市、比較対象団体とも 0であり、グラフ表示になじまないため省

略しています。 

３ 施設利用率は、本市には該当する施設がないため、省略しています。 

４ 有形固定資産減価償却率は、本市は法適用して間がないため低数値（好数値）となり

ます。老朽化の状況を必ずしも正確に比較できないため、省略しています。 

５ 管渠老朽化率及び管渠改善率は、本市は 0 であり、グラフ表示になじまないため省略

しています。 

 

① 大阪府内で、合流管渠15の占める割合が 30％以上である 11 団体（大阪市、豊中市、

吹田市、守口市、茨木市、八尾市、大東市、門真市、摂津市、東大阪市、四條畷市） 

 

  

                         
15本市下水道の排除方式は主に合流式で､整備管渠のほとんどが合流管渠です。分流式下水道は雨水と

汚水の処理を完全に分けて行うことから公共用水域の水質保全への効果が高く、合流式下水道に比べ

て公的な便益が高いとされる一方で、その整備においては相当程度割高になるといわれています。こ

の他団体比較では、管渠の整備に要した費用が似通った団体として、合流管渠の割合が一定程度以上

の団体を比較対象としています。 

指 標 
単

位 

大東市 

(H29) 

類似団体 

平均 

経常収支比率 ％ 105.59 108.71 

流動比率 ％ 22.11 63.16 

企業債残高対

事業規模比率 
％ 608.96 605.31 

経費回収率 ％ 115.96 112.53 

汚水処理原価 円 101.58 107.45 

水洗化率 ％ 97.37 97.80 
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② 寝屋川北部流域下水道関連市のうち、地方公営企業法を適用16している 8団体（大阪

市、守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、東大阪市、四條畷市） 

 

③ 寝屋川南部流域下水道関連市のうち、地方公営企業法を適用している 5団体（大阪

市、八尾市、大東市、柏原市、東大阪市） 

 

【比較分析まとめ】 

 いずれの比較においても経常収支比率及び経費回収率は比較対象団体と同程度であり、

100％を上回っていることから、単年度における収益性について問題はないと考えられま

す。一方、流動比率が他団体と比べて低く､資金の運転状況が好ましいとは言えない現状

が見て取れます。「第 2 章 4.(2)経営指標の説明【1】③流動比率」でも触れたとおり、こ

のことが直ちに資金の不足を意味するものではありませんが、今後、管渠の老朽化が進む

につれて修繕改築費の増加が見込まれるため、老朽化対策の資金の確保が大きな課題とな

ります。 

                         
16地方公営企業が行う事業のうち、独立採算性が強く、民間企業と同等な経営が求められる事業（水

道、電気、病院など）は、地方公営企業法の適用を受け、一般企業と同様に複式簿記などの企業会計

による会計処理を行います。下水道事業においては地方公営企業法の適用は任意とされていますが、

総務省は下水道事業への地方公営企業法適用を推し進めており､本市では平成 27年度に法適用し、企

業会計へ移行しました。この他団体比較では、本市と同様に地方公営企業法を適用し、企業会計を採

用している団体を比較対象としています。 

指 標 
単

位 

大東市 

(H29) 

寝屋川 

北部関連 

経常収支比率 ％ 105.59 108.41 

流動比率 ％ 22.11 57.08 

企業債残高対

事業規模比率 
％ 608.96 742.41 

経費回収率 ％ 115.97 110.84 

汚水処理原価 円 101.58 112.77 

水洗化率 ％ 97.37 98.37 

指 標 
単

位 

大東市 

(H29) 

寝屋川 

南部関連 

経常収支比率 ％ 105.59 105.02 

流動比率 ％ 22.11 52.67 

企業債残高対

事業規模比率 
％ 608.96 858.48 

経費回収率 ％ 115.97 110.15 

汚水処理原価 円 101.58 120.41 

水洗化率 ％ 97.37 94.92 
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第３章 投資・財政計画（収支計画） 
 

１．経営の基本方針 

 

 下水道事業においては「あふれる笑顔 幸せのまち大東づくり」を縁の下で支える、都

市の重要インフラであり、ライフラインでもある下水道施設を、適切に維持管理できる体

制づくりを進めます。 

 効率的・効果的な事業運営を追求し、経営基盤の強化に努めるとともに、老朽化した施

設・管路の計画的な修繕改築、耐震化など災害に強いまちづくりへの事業などを進め、サ

ービスを持続的、安定的に供給します。 

 

２．投資についての説明 
 

（１）ストックマネジメント事業 

① 投資の目標 

 本市の下水道施設は、最も古い管渠で標準耐用年数である 50 年を迎えつつあり、老朽化

対策を講じていく必要に迫られています。今後増大する改築需要を中長期的な視点で、計

画的かつ効果的な対策を進めるために、平成 30 年度にストックマネジメント実施方針17を

策定しました。ストックマネジメントの導入により、施設の老朽度を把握しつつ、安全性

や耐久性を確保し、施設全体のライフサイクルコスト18の低減を図ります。 

 本経営戦略の計画期間中に、優先度の高い約 35km の点検・調査を実施します。 

※ グラフは平成 30 年度大東市管路施設ストックマネジメント実施方針より抜粋 

  

                         
17本市が保有する下水道施設全体について、長期的な視点で今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク

評価等による優先順位付けを行った上で、施設の点検・調査、修繕・改築等を実施し、施設全体を対

象とした最適な施設管理を行う計画のこと。 
18建物等の建設費用だけでなく、企画、設計、施工、運用、維持管理、補修、改造、解体、廃棄に至る

までに必要なトータルコスト｡初期建設費であるイニシャルコストと、エネルギー費、保全費、改修、

更新費などのランニングコストにより構成されます。 

（平成 28 年度末時点） 
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② 投資の試算方法 

 膨大な管路施設を効率的かつ効果的に点検・調査するためには、不具合に係るリスクの

大きさを最小限にとどめる「リスクマネジメント」の観点から、優先順位を付けて、リス

クが大きい管路施設から点検・調査を実施することが合理的です。本市ストックマネジメ

ント実施方針では、管路の破損による事故の被害規模と管路施設の不具合の発生確率によ

りリスクの評価を行い、ランク分けしました。 

 リスクランク（合流・汚水） 延長（ｍ） リスク 

５ 4,369.160 高 

４ 1,631.088  

３ 7,265.780  

２ 29,565.974  

１ 272,572.989 低 

 

 このリスク評価を踏まえて、本市ストックマネジメント実施方針では、点検・調査及び

改築・修繕に関する事業の目標を次のとおり設定しています。 

点検・調査及び改築・修繕に関する目標 

項目 目標値 達成期間 

安全の確保 
本管に起因する道路 

陥没の削減 
道路陥没 0 件/km/年以下 25 年 

ライフサイクル 

コストの低減 
耐用年数の延長 管渠 50 年→75 年 25 年 

 

 上記の目標を達成する投資計画として「費用」と「リスク」のバランスを評価し、最適

な改築シナリオを想定しました。シナリオ想定に当たっての評価項目は下表のとおりです。

本市ストックマネジメント実施方針では下水道事業の経営状況に鑑み、安定した事業の運

営に適した次頁のシナリオを採用しました。 

なお、本経営戦略の計画期間である 10 年間に、事業費として 16 億 4 千万円を見込んで

います。 

視点 項目 評価対象 内容 

１ 健全度19の推移傾向 悪化/横ばい又は改善 
健全度が将来的に悪化し続けて
いくシナリオは望ましくない。 

２ 改善の効率性 緊急度20の割合 
一定の投資額に対する緊急度
Ⅰ・Ⅱの割合による効果でシナ
リオを選定する。 

３ 投資額の現実性 過年度の投資額等 
現実的に投資可能なシナリオを
選定する。 

                         
19全管渠に対する健全な管渠の割合を示すもの。 
20国土技術政策総合研究所により作成された健全率予測式による改築の必要性を緊急度Ⅰ～Ⅲ及び劣化

なしの 4段階にランク分けしたもので、その修繕・改築の実施時期をさだめるもの。 
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シナリオ：段階的に投資額を増額し、改築を実施する。 

     （改築予算 10 年に一度 1.2 億円の増額） 

 

 

※ 各表は平成 30 年度大東市管路施設ストックマネジメント実施方針より抜粋 

 

 上記シナリオは管渠の劣化の程度を全国平均と想定して試算したものであり、今後、調

査・点検を実施することにより、本市の現状に応じたシナリオを作成し、経営戦略に反映

させていきます。 

本市ストックマネジメント実施方針による投資額の推移モデル 

上記の投資に基づく本市管理管渠の健全度割合の推移 
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（２）総合地震対策事業 

① 投資の目標 

平成 29 年度に策定した「下水道総合地震対策計画（第一期）」に基づいて、災害時の防

災拠点及び応急給水拠点への進入路下に埋設されている下水道施設のうち、修繕が必要と

なった際に、特に交通の支障となる約 2,500m を対象として耐震診断を実施しました。対象

管路施設については全路線とも耐震性能を有するとの診断結果でしたが、人孔（マンホー

ル）3 基には液状化による浮上防止対策が必要と診断されたため、令和元年度に対策を施

します。 

令和 2 年度から令和 6 年度までを総合地震対策計画の第二期とし、広域緊急交通路21下

や鉄道軌道下に埋設されている、又は河川を横断している下水道施設のうち、優先度の高

いもの約 4,000m を選定し、耐震化計画を策定し、事業を進めます。 

 

② 投資の試算方法 

第二期計画において対象と位置付けた下水道施設約 4,000m に対して、耐震診断を実施

し、その結果要対策と判定された施設に対し対策を実施します。本経営戦略の計画期間中

では、事業費として 2億 7千万円を見込んでいます。 

 

（３）管渠築造事業 

投資の目標及び試算方法 

昭和 47 年 11 月に市街地において初の供用開始を行い、その後、積極的に下水道整備を

行った結果、下水道人口普及率は 98.9％（平成 30 年度末）を達成しています。未整備箇所

については「私道など第三者所有地の承諾を得られない」というのが主な理由として挙げ

られますが、土地所有者との交渉を継続的に続け、下水道人口普及率の向上を目指して事

業を進めます。 

東部排水区において、令和 2 年度から 4 年度の 3 か年で管渠布設工事を予定しており、

事業費として計 3 億 2 千万円を見込んでいます。その他の事業費を年間 5 千万円と概算し

ました。 

  

                         
21災害時に応急活動(救助・救急､医療､消火､緊急物資の供給)を迅速かつ的確に実施するための道路。 
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（４）流域下水道建設事業 

平成 30 年 8 月の流域下水道実務者会議にて示された建設中期計画等を参考としていま

す。平成 29 年度大阪府流域下水道経営戦略における「資本的支出22の考え方」は次のとお

りです。 

（基本事項） 

■ 現行の下水道機能を維持し、持続的かつ安定したサービスを提供していくために必要

な事業や安心安全のための事業を計上しています。 

■ 具体的には改築事業、浸水対策事業等を着実に実施するための必要額を計上すること

とし、機械・電気設備については健全度と社会的影響度による優先順位を基にした改

築を行い、また土木・建築施設については劣化の激しい下水道管渠の管更生など必要

最低限の改築を行います。 

■ また、年度ごとの事業費が大きく変動するリスクを避けるために、できるだけ平準化

した計画としています。 

■ 機械・電気設備の更新時には積極的に新技術を導入することで、コンパクト化を図る

など従来と比較して 5％程度のイニシャルコスト縮減を考慮しています。 

（個別事項） 

■ 既発債及び前述の建設改良費に対する起債の元金償還金を算出し、計上しています。 

■ 職員給与費については、建設事業に従事する職員の費用を計上しています。建設事業

に従事する職員は事業費に応じて定数が決まるのが基本ですが、事業量の増加に対し

ても現在の人員で対応することを前提に平成 28 年度実績を基に算出しています。 

 

                         
22公営企業における投下資本の増減に関する取引に基づく支出で、建設改良費やそれに係る職員給与

費、企業債償還金などがあります。 

（税込・単位：千円）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 合計
ストックマネジメント事業（維持管理） 16,720 15,000 0 0 24,000 85,000 82,500 0 0 24,000 247,220
ストックマネジメント事業（改築更新） 0 0 30,000 75,000 75,000 75,000 75,000 240,000 412,500 412,500 1,395,000
【小計】ストックマネジメント事業 16,720 15,000 30,000 75,000 99,000 160,000 157,500 240,000 412,500 436,500 1,642,220
総合地震対策事業 11,000 27,000 28,000 71,000 70,000 64,000 0 0 0 0 271,000
管渠築造事業 91,000 200,000 170,000 100,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 861,000
流域下水道建設事業（寝屋川北部） 125,304 221,000 311,000 422,000 204,000 207,000 201,000 176,000 112,000 202,000 2,181,304
流域下水道建設事業（寝屋川南部） 35,951 29,000 22,000 26,000 81,000 59,000 70,000 78,000 68,000 50,000 518,951
【小計】流域下水道建設事業 161,255 250,000 333,000 448,000 285,000 266,000 271,000 254,000 180,000 252,000 2,700,255
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３．投資以外の経費についての説明 

 

① 職員給与費 

 過去の実績等を基準とし、毎年 0.5％ずつの増加を見込みます。ただし、令和元年度は令

和元年度予算額を計画値として採用します（以下の各項目に同じ。）。 

 

② 修繕費 

 過去の増減動向を参考に令和2年度以降は当該年度の直近3年間の平均額を採用します。 

 

③ 材料費 

 過去の増減動向は減少傾向にありますが、修繕材料の支給に伴って、一定程度の需要が

あると考えられます。そのため、令和 2 年度以降は修繕費に準じて当該年度の直近 3 年間

の平均額を採用します。 

 

④ 委託料 

 し尿の希釈放流に係るものについて、過去の増減動向を参考に令和 2年度以降は当該年度

の直近 3 年間の平均額を採用します。下水道管理費に係るものについては、過去の実績が

増加傾向にあることから、令和 2年度以降、毎年 2％の増加を見込みます。また、ストック

マネジメント事業のうち、維持管理に属するものとして、計画期間中に 2 億 2 千万円を見

込んでいます。 

 

⑤ 流域下水道管理費 

 平成 30 年 8 月の流域下水道実務者会議にて示された維持管理中期計画によります。計画

では全体事業費が示されているので、これに本市の負担率（平成 30 年度決算実績：北部

13.9％、南部 4.3％）を乗じて得た額から 2.5％分を減じた額（例年の予算額と決算額の落

差率を考慮）を採用します。計画期間中、一方的な増加・減少傾向は見られないため、計

画外の令和 6年度以降は、当該年度の直近 3年間の平均額を用います。 

 

⑥ 負担金 

 下水道使用料徴収事務23に係るものについて、令和 2年度からシステムの更新費用、令和

3 年度から業務委託費の増加を反映します。上下水道局庁舎使用に係るものは、過去の実

績を参考として、令和 2 年度以降、当該年度の直近 3 年間の平均を見込みます。門真市と

の公共下水道共同幹線に係るものについては令和 6年度に完済の見込みです。 

 

 

 

                         
23本市下水道事業では、民間活力の活用及び事業の最適化の一環として、検針等、使用料の徴収に係る

事務を水道事業と共同で民間事業者に委託しています。 
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⑦ 減価償却費 

 平成 29 年度までの既得資産分は固定資産システムから出力した償却予定表より推計し

ます。平成 30 年度以降に取得する資産については、耐用年数を管路施設 50 年、マンホー

ル形式ポンプ 20 年、浄化槽施設 15 年とし、定額法24により推計しています。 

 

⑧ 元利償還金 

 令和元年度以降の新発債分について、公共下水道・流域下水道事業債は据置 1年、30 年

償還で、特定地域生活排水処理施設事業債は据置 1 年、28 年償還で、資本費平準化債25は

据置 3年、20 年償還（いずれも元利均等方式半年賦、年利率 1％）で推計しています。 

 

４．財源についての説明 

 

（１）財源の目標 

 事業を安定的に継続していくためには、収支が均衡していることが必要です。収支計画

の策定に当たっては、計画期間中の収支均衡が求められているため、本市経営戦略におい

ても「計画期間中の当年度純利益の確保」を目標とします。 

 

 

  

                         
24固定資産の減価償却の計算方法の一つで、耐用年数の期間中、毎期同一額を減価償却していく方法 
25下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差によって構造的に生じる資金の不足を補うための

企業債 
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 また、「第 2章 4.経営比較分析表を活用した現状分析」に記載のとおり、本市下水道事

業は短期的な債務の支払能力を表す流動比率が低めです。必要最低限の運転資金を確保す

るため「計画期間中に平成 29 年度時点の流動比率（22.11％）から 10％以上改善すること」

を目標とします。 

 

 上記の推移予測のとおり、本経営戦略期間内では 2つの目標を達成できる見込みですが、

本市ストックマネジメント実施方針では、管渠の老朽化が進むにつれて修繕改築に要する

経費が増加していきます（21 頁参照）。流域下水道事業についても、市町村への負担の転嫁

が検討されており、期間後又は期間中（経営状況に変化が生じた場合）に赤字が生じる可

能性があります。それぞれの場合について、必要に応じて経営戦略の見直しを行い、料金

改定の実施も視野に入れた経営改善策を検討します。 
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（２）財源の試算方法 

 ① 下水道使用料 

  本市における処理区域内人口及び有収水量の推移は下記グラフのとおりです。近年は

人口の減少に比例して有収水量が減少傾向にあり、今後もこの傾向が持続する26ものと想定

します。これに伴いって下水道使用料も減少していくものと見込みます。 

  

② 長期前受金戻入27 

 平成 29 年度までの既得資産分は固定資産システムから出力した償却予定表より推計

します。平成 30 年度以降に取得する資産については、耐用年数を管路施設 50 年とし、

定額法により推計しています。 

                         
26平成 30 年 8 月に公表された「大阪府の将来推計人口」を参考にしています。 
27減価償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等について、長期前受金として負債（繰延収

益）に計上した上で、減価償却見合い分を順次計上する収益 
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 ③ 一般会計繰入金 

  総務省による「下水道事業に係る繰出基準及び同運用通知」に基づいて、雨水処理に

係る経費等の繰入れを実施します。令和元年度までは償還利息に係る繰入れを他会計負

担金としていましたが、総務省から利息のうち雨水処理に係るものは雨水処理負担金と

して繰入れることが好ましいとのことであったため、令和 2 年度以降、他会計負担金の

額が大きく変動しています。 

また、令和元年度と令和 3 年度に他会計出資金が増加しています。これは両年度に企

業債の一括償還があり、その償還に係る雨水分経費の繰入れを実施することによるもの

です。 

 

 ④ 国庫補助金 

  税込補助事業費の 50％を見込みます。 

 

 ⑤ 工事負担金 

  受益者負担金28として、税込新規事業費の 5％を見込みます。 

 

  

                         
28下水道などの公共施設の整備などにより特に利益を受ける場合に、受益の限度において、その費用の

一部にあてるために課される負担金 
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 ⑥ 企業債 

  事業費の財源として 5％の受益者負担金（控除財源）、補助事業の場合は 50％の国庫補

助金を見込みます。その残額（補助事業費の 45％及び単独事業費の 95％）について起債
29を充当します。また、計画期間中、令和元年度から令和 7 年度までの間に約 16 億円の

資本費平準化債30の起債を見込んでいます。 

  計画期間中の企業債残高は令和元年度当初の約266億円から令和10年度末の約131億

円まで、約 135 億円の減少となる見込みです。 

  なお、令和元年度と令和 3 年度に満期一括償還を実施するため、両年度において企業

債償還額が大きくなっています。 

 

５．投資・財政計画 

 

 本経営戦略の投資・財政計画（収支計画）は次表のとおりです。 

 

  

                         
29企業債を起こすこと、又はその企業債のこと。 
30下水道事業債の元金償還期間と下水道施設の減価償却期間の差によって構造的に生じる資金の不足を

補うための企業債 
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2

4
,6
2
0

4
,8
3
8

4
,8
3
0

4
,7
6
3

4
,8
1
0

4
,8
0
1

4
,7
9
1

4
,8
0
1

4
,7
9
8

4
,7
9
7

4
,7
9
9

7
4
4
,8
7
2

6
9
0
,6
4
9

8
3
9
,5
1
7

9
1
5
,8
9
2

8
9
0
,0
7
9

8
9
0
,4
0
8

9
0
2
,4
1
9

9
6
4
,1
0
4

9
5
9
,3
5
8

8
8
3
,5
4
9

8
8
5
,1
9
6

9
0
7
,1
3
7

0
0

1
5
,2
0
0

1
3
,6
3
6

0
0

2
1
,8
1
8

7
7
,2
7
3

7
5
,0
0
0

0
0

2
1
,8
1
8

6
3
5
,5
6
6

5
9
2
,4
8
7

7
1
3
,2
0
3

7
8
4
,5
6
7

7
7
2
,3
3
9

7
7
0
,9
8
3

7
6
3
,2
3
8

7
6
8
,8
5
3

7
6
7
,6
9
1

7
6
6
,5
9
4

7
6
7
,7
1
2

7
6
7
,3
3
3

6
2
,8
2
8

6
4
,1
8
4

6
6
,3
2
6

6
7
,2
8
8

7
1
,7
1
1

7
1
,7
4
6

7
0
,1
2
3

7
0
,1
0
9

6
8
,1
7
0

6
8
,1
6
9

6
8
,1
6
7

6
8
,1
6
9

(3
)

2
,0
0
5
,3
1
2

2
,0
1
2
,1
6
4

2
,0
1
9
,8
5
6

2
,0
2
2
,1
3
1

2
,0
2
6
,3
0
7

2
,0
2
6
,8
6
7

2
,0
3
0
,1
5
9

2
,0
2
9
,0
8
9

2
,0
2
4
,6
0
6

2
,0
1
9
,5
5
7

2
,0
1
4
,1
1
9

2
,0
1
5
,1
6
2

２
．

6
5
7
,3
7
6

5
8
6
,8
7
5

5
6
4
,7
5
8

5
0
3
,7
3
1

4
5
5
,6
1
5

4
1
7
,0
1
9

3
8
0
,0
8
0

3
5
0
,0
6
7

3
2
1
,5
7
9

2
9
3
,7
0
2

2
6
9
,9
9
7

2
5
1
,1
8
8

(1
)

6
3
5
,6
4
6

5
6
8
,8
3
2

5
1
6
,0
2
3

4
5
2
,4
0
3

4
0
1
,5
8
0

3
5
8
,3
2
0

3
2
5
,3
9
3

2
9
4
,2
6
0

2
6
5
,1
8
1

2
3
8
,0
7
1

2
1
4
,0
5
2

1
9
5
,1
9
7

(2
)

2
1
,7
3
0

1
8
,0
4
3

4
8
,7
3
5

5
1
,3
2
8

5
4
,0
3
5

5
8
,6
9
9

5
4
,6
8
7

5
5
,8
0
7

5
6
,3
9
8

5
5
,6
3
1

5
5
,9
4
5

5
5
,9
9
1

(D
)

3
,5
6
9
,6
7
0

3
,4
2
7
,5
5
3

3
,5
8
9
,6
5
0

3
,6
0
8
,0
0
4

3
,5
3
9
,2
5
4

3
,5
0
2
,1
3
5

3
,4
8
1
,2
8
1

3
,5
1
2
,6
8
2

3
,4
7
5
,6
9
7

3
,3
6
7
,7
4
0

3
,3
4
1
,0
2
2

3
,3
4
5
,9
6
8

(E
)

1
8
2
,3
0
2

3
1
4
,7
7
6

1
1
9
,9
4
4

3
1
,6
6
0

4
5
,3
1
3

4
8
,0
5
4

6
2
,6
2
2

5
1
,1
3
8

4
8
,3
2
7

4
8
,4
5
7

4
3
,3
7
1

3
4
,6
6
5

(F
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(G
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(H
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
8
2
,3
0
2

3
1
4
,7
7
6

1
1
9
,9
4
4

3
1
,6
6
0

4
5
,3
1
3

4
8
,0
5
4

6
2
,6
2
2

5
1
,1
3
8

4
8
,3
2
7

4
8
,4
5
7

4
3
,3
7
1

3
4
,6
6
5

(I
)

3
3
,4
4
1

3
4
8
,2
1
7

4
6
8
,1
6
1

4
9
9
,8
2
1

5
4
5
,1
3
4

5
9
3
,1
8
8

6
5
5
,8
1
0

7
0
6
,9
4
8

7
5
5
,2
7
5

8
0
3
,7
3
2

3
4
7
,1
0
3

3
8
1
,7
6
8

(J
)

6
1
8
,8
7
8

9
3
0
,7
8
3

8
7
1
,6
9
1

1
,1
9
8
,5
5
0

1
,0
9
0
,0
2
1

1
,0
8
3
,5
1
4

1
,0
3
0
,2
1
8

9
4
3
,7
7
5

8
2
8
,3
9
7

7
4
3
,8
9
8

7
6
2
,2
4
6

8
4
0
,5
6
1

2
5
7
,0
6
4

2
1
2
,5
8
9

2
0
2
,1
3
8

2
1
9
,7
6
4

2
1
7
,5
6
6

2
1
5
,3
9
1

2
1
3
,2
3
7

2
1
1
,1
0
5

2
0
8
,9
9
4

2
0
6
,9
0
5

2
0
4
,8
3
6

2
0
2
,7
8
8

(K
)

2
,8
1
4
,6
3
4

2
,8
9
8
,7
0
6

2
,3
9
0
,8
1
1

2
,9
9
4
,2
6
8

2
,3
4
6
,4
6
1

2
,2
5
3
,3
9
9

2
,2
3
7
,8
5
2

2
,1
5
5
,7
8
7

2
,0
9
5
,1
0
4

1
,9
7
3
,3
6
2

1
,8
9
4
,5
8
7

1
,8
6
7
,7
7
5

2
,1
4
7
,7
9
1

2
,4
2
4
,2
1
4

2
,1
1
7
,8
3
6

2
,5
6
9
,1
8
3

1
,9
5
6
,2
2
2

1
,8
9
0
,6
9
7

1
,8
4
5
,1
7
7

1
,7
7
3
,9
1
5

1
,7
1
6
,0
2
1

1
,5
8
8
,8
1
9

1
,5
1
2
,7
5
4

1
,4
8
5
,9
5
5

1
0
0
,0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
0
9
,6
2
3

4
5
2
,8
5
0

2
5
2
,7
8
3

4
0
5
,0
8
5

3
7
0
,2
3
9

3
4
2
,7
0
2

3
7
2
,6
7
5

3
6
1
,8
7
2

3
5
9
,0
8
3

3
6
4
,5
4
3

3
6
1
,8
3
3

3
6
1
,8
2
0

投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
）

収
益
的
収
支

そ
の

他

営
業

外
収

益
補

助
金

等
他

会
計

負
担

金

R
1
0
年
度

営
業

収
益

料
金

収
入

受
託

工
事

収
益

R
1
年
度

R
2
年
度

R
3
年
度

R
4
年
度

R
5
年
度

R
6
年
度

H
3
0
年
度

H
2
9
年
度

R
7
年
度

R
8
年
度

R
9
年
度

収
入

計

収 益 的 収 入

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

事
業
に
係
る
委

託
料

流
域
下
水
道
管
理
費

負
担

金

修
繕

費

長
期

前
受

金
戻

入

雨
水

処
理

負
担

金

そ
の

他
補

助
金

収 益 的 支 出

営
業

費
用

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

繰
越

利
益

剰
余

金
又

は
累

積
欠

損
金

流
動

資
産

そ
の

他
支

出
計

経
常

損
益

(C
)-
(D
)

特
別

利
益

特
別

損
失

収 益 的 収 支

材
料

費
そ

の
他

減
価

償
却

費
営

業
外

費
用

(E
)+
(H
)

支
払

利
息

そ
の

他

う
ち

未
収

金
流

動
負

債
う

ち
建

設
改

良
費

分
う

ち
一

時
借

入
金

う
ち

未
払

金

特
別

損
益

(F
)-
(G
)

当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
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（
税
込
・
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

区
　
　
　
　
　
分

１
．

8
2
2
,0
0
0

7
3
4
,2
0
0

6
7
0
,2
0
0

8
6
0
,4
0
0

8
3
5
,8
0
0

8
5
1
,1
0
0

5
4
3
,4
5
0

4
5
3
,6
5
0

3
8
5
,1
5
0

4
1
4
,7
0
0

4
1
8
,3
2
5

4
9
0
,3
2
5

5
0
9
,4
0
0

5
1
1
,9
0
0

4
1
3
,4
0
0

4
1
5
,2
0
0

3
1
0
,0
0
0

2
3
7
,2
0
0

1
4
0
,5
0
0

7
2
,4
0
0

2
7
,7
0
0

0
0

0

２
．

6
4
0
,8
8
4

4
2
4
,7
1
1

5
9
5
,1
6
3

3
3
1
,7
5
6

6
2
6
,0
7
8

1
7
4
,3
9
7

1
5
8
,7
2
2

1
6
0
,8
7
2

1
1
2
,4
4
2

1
1
0
,5
9
9

9
4
,2
8
5

8
0
,2
4
1

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

６
．

1
2
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
8
,0
0
0

1
3
,5
0
0

2
9
,0
0
0

7
3
,0
0
0

7
2
,5
0
0

6
9
,5
0
0

3
7
,5
0
0

1
2
0
,0
0
0

2
0
6
,2
5
0

2
0
6
,2
5
0

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

1
4
,5
3
0

3
,2
2
5

8
,3
9
4

1
0
,2
7
5

8
,7
7
5

5
,2
7
5

2
,7
7
5

2
,7
7
5

2
,7
7
5

2
,7
7
5

2
,7
7
5

2
,7
7
5

９
．

3
,4
6
8

3
,8
3
1

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

3
,8
6
9

(A
)

1
,4
9
2
,8
8
2

1
,1
8
0
,9
6
7

1
,3
0
5
,6
2
6

1
,2
1
9
,8
0
0

1
,5
0
3
,5
2
2

1
,1
0
7
,6
4
1

7
8
1
,3
1
6

6
9
0
,6
6
6

5
4
1
,7
3
6

6
5
1
,9
4
3

7
2
5
,5
0
4

7
8
3
,4
6
0

(B
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(C
)

1
,4
9
2
,8
8
2

1
,1
8
0
,9
6
7

1
,3
0
5
,6
2
6

1
,2
1
9
,8
0
0

1
,5
0
3
,5
2
2

1
,1
0
7
,6
4
1

7
8
1
,3
1
6

6
9
0
,6
6
6

5
4
1
,7
3
6

6
5
1
,9
4
3

7
2
5
,5
0
4

7
8
3
,4
6
0

１
．

3
6
6
,9
6
9

3
1
7
,7
7
7

3
4
1
,0
1
1

5
1
7
,8
5
9

6
0
1
,9
6
1

7
3
5
,0
6
3

5
2
1
,1
6
6

4
9
6
,2
6
9

4
3
7
,3
7
3

5
8
5
,4
7
7

6
8
4
,0
8
2

7
5
6
,1
8
7

1
6
,4
5
7

1
5
,4
4
5

2
0
,2
5
8

2
0
,3
5
9

2
0
,4
6
1

2
0
,5
6
3

2
0
,6
6
6

2
0
,7
6
9

2
0
,8
7
3

2
0
,9
7
7

2
1
,0
8
2

2
1
,1
8
7

1
0
,3
6
8

1
2
,1
9
3

3
8
,4
1
5

2
7
,0
0
0

2
8
,0
0
0

7
1
,0
0
0

7
0
,0
0
0

6
4
,0
0
0

0
0

0
0

0
1
0
,5
8
4

0
0

3
0
,0
0
0

7
5
,0
0
0

7
5
,0
0
0

7
5
,0
0
0

7
5
,0
0
0

2
4
0
,0
0
0

4
1
2
,5
0
0

4
1
2
,5
0
0

8
2
,8
8
3

1
1
4
,1
4
8

1
0
0
,3
0
6

2
0
0
,0
0
0

1
7
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

2
3
9
,5
6
2

1
4
3
,3
8
9

1
6
1
,2
5
5

2
5
0
,0
0
0

3
3
3
,0
0
0

4
4
8
,0
0
0

2
8
5
,0
0
0

2
6
6
,0
0
0

2
7
1
,0
0
0

2
5
4
,0
0
0

1
8
0
,0
0
0

2
5
2
,0
0
0

２
．

2
,5
3
0
,3
2
3

2
,1
8
5
,3
5
1

2
,4
2
4
,2
1
9

2
,1
2
1
,6
2
1

2
,5
6
9
,1
8
3

1
,9
5
6
,2
2
2

1
,8
9
0
,6
9
7

1
,8
4
5
,1
7
7

1
,7
7
3
,9
1
5

1
,7
1
6
,0
2
1

1
,5
8
8
,8
1
9

1
,5
1
2
,7
5
4

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

５
．

0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

3
,0
0
0

(D
)

2
,8
9
7
,2
9
2

2
,5
0
3
,1
2
8

2
,7
6
8
,2
3
0

2
,6
4
2
,4
8
0

3
,1
7
4
,1
4
4

2
,6
9
4
,2
8
5

2
,4
1
4
,8
6
3

2
,3
4
4
,4
4
6

2
,2
1
4
,2
8
8

2
,3
0
4
,4
9
8

2
,2
7
5
,9
0
1

2
,2
7
1
,9
4
1

投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
）

資
本
的
収
支

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

企
業

債

資
本

費
平

準
化

債

他
会

計
出

資
金

R
1
年
度

R
2
年
度

R
3
年
度

R
4
年
度

R
5
年
度

R
6
年
度

総
合

地
震

対
策

事
業

分

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
分

流
域

下
水

道
建

設
費

工
事

負
担

金

R
7
年
度

R
8
年
度

R
9
年
度

国
（
都

道
府

県
）
補

助
金

固
定

資
産

売
却

代
金

R
1
0
年
度

H
3
0
年
度

他
会

計
補

助
金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
借

入
金

H
2
9
年
度

そ
の

他

計

(A
)の

う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ

れ
る
支
出
の
財
源
充
当
額

純
計

(A
)-
(B
)

他
会

計
へ

の
支

出
金

そ
の

他

計

資 本 的 支 出

建
設

改
良

費

職
員

給
与

費

企
業

債
償

還
金

他
会
計
長
期
借

入
返

還
金

管
渠

築
造

事
業

分

（
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
度
　
　
　

　
　
　
区
　
　
　
　
分

1
,4
0
4
,4
0
9

1
,3
2
2
,1
6
2

1
,4
6
2
,6
0
4

1
,4
2
2
,6
8
0

1
,6
7
0
,6
2
2

1
,5
8
6
,6
4
4

1
,6
3
3
,5
4
7

1
,6
5
3
,7
8
0

1
,6
7
2
,5
5
2

1
,6
5
2
,5
5
5

1
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６．投資・財政計画に未反映の事項 

 

（１）大阪府流域下水道事業 

 平成 30 年度に大阪府流域下水道事業が地方公営企業法を適用しました。これまでは下水

道の普及拡大が第一義的な目標とされ、積極的な公費負担によって関係市町村や下水道利

用者の負担軽減が図られてきましたが、平成 29 年度に策定された大阪府流域下水道経営戦

略によると、今後は独立採算の原則に基づく経営へ転換していく必要があるとされていま

す。そのために、現行の負担金制度をはじめ、経費負担の考え方などについて大阪府と府

内の各市町村が議論する場として、平成 30 年度に「経費負担のあり方検討会」が設置され

ています。検討会では流域下水道事業における資本費負担の考え方、維持管理負担金の負

担方式の二点が検討対象とされており、今後、市町村の負担に変動が生じる可能性があり

ます。 

 

（２）汚水処理事業の広域化 

 平成 30 年 1 月に総務省、農林水産省、国土交通省、環境省の連名により、全国の汚水処

理事業の広域化・共同化について、平成 30 年度中の検討体制構築と、平成 34 年度までの

計画策定が要請されました。これを受けて大阪府では平成 30 年 8 月に「汚水処理事業の広

域化・共同化検討会」を設置し、本市を含む関係市と広域化・共同化の検討に着手してい

ます。 

 

（３）ストックマネジメント事業 

 ストックマネジメント実施方針において採用したシナリオは、下水道事業の経営状況を

鑑みたものですが、シナリオとして事業費が 10 年ごとに 1.2 億円増額することや、老朽化

対策を滞りなく推進していく必要性を踏まえると、次回の経営戦略改定では老朽化対策の

前倒しや事業費の更なる平準化を視野に、将来的に持続可能で強靱な経営基盤の構築を検

討する必要があります。 

 

（４）総合地震対策事業 

 社会資本整備総合交付金における総合地震対策事業制度の要件として、平成 30 年度から

5 年以内に計画作成したものを対象としていることから、第二期計画（令和 2 年度から令

和 6 年度まで）が完了した時点での制度の有無が未確定となっています。よって、第三期

以降の事業実施は、第二期計画完了時の制度の有無や第二期計画の結果等を考慮した上で

検討します。 

 

（５）民間活力の活用等 

 本市下水道事業では、経営健全化の取組として民間委託の推進に取り組んできました。

今後もより効果的、効率的な事業運営を目指し、民間活力の活用を図っていきます。 
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７．本経営戦略のまとめ 

 

 本市下水道事業が供用を開始した昭和 47 年（1972 年）からおよそ 50 年が過ぎ、最も

古い管渠が標準耐用年数を迎えつつあります。今後、耐用年数を経過する管渠は増加して

いく見込みであり、老朽化対策を講じていく必要に迫られています。今後の改築投資の中

長期的な計画として、平成 30 年度に大東市ストックマネジメント実施方針を策定してい

ます。 

 

 本市下水道事業の経営状況については、他団体比較の結果等から大きな問題はないと考

えられるものの、資金の運転状況を表す流動比率が他団体より低位でした。今後増加する

修繕改築需要に応じるため、資金の確保が課題となります。 

 

 以上のことから、事業を安定的に継続し、かつ今後の運転資金を確保するため、本経営

戦略では「計画期間中の当年度純利益の確保」及び「計画期間中に平成 29 年度時点の流

動比率から 10％以上改善すること」を財源目標としました。 

 

 本経営戦略の期間内（令和元年度～令和 10 年度）において上記の目標は達成できる見

込みですが、本市ストックマネジメント実施方針では、管渠の老朽化が進むにつれて修繕

改築に要する経費が増加していきます。流域下水道事業についても、市町村への負担の転

嫁が検討されており、期間後又は期間中（経営状況に変化が生じた場合）に赤字を生じる

可能性があります。それぞれの場合について、必要に応じて経営戦略の見直しを行い、料

金改定の実施も視野に入れた経営改善策を検討します。 
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